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Abstract

The plea to mix quantitative and qualitative methods is increasingly popular in comparative polit-

ical science. Because both quantitative and qualitative analyses suffer from certain specific short-

comings but mixing methods is supposed to lead to combining the advantages of both methods and

correcting their respective weaknesses.Yet the methodological problems linked with this research

strategy have not yet received much attention. Therefore this paper considers the pitfalls of mixed

methods research with particular reference to the conceptualization problem, drawing upon compari-

son of quantitative and qualitative conceptualizations and the enevitable stretching of concepts as

they are translated between quantitative and qualitative usages.
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政治学、ことに比較政治学においてもまた、

社会科学全般においてと同様に、主要な分析

様式に内在する長所と短所をめぐる方法論争

は、長期にわたり激しく交わされてきた。取

り上げられる分析様式は数多くあるにせよ、

この論争では従来、主として多数事例を対象

とする定量分析（量的方法）の信奉者と、少

数事例を対象とする定性分析（質的方法）の

信奉者を中心として、両者間の辛辣な応酬が

展開されてきた（Ebbinghaus 2005）。だが、

前世紀 90年代半ば以降、特に世紀の変わり

目前後から、論争が激しくなるなかで、この

二つの方法は対立するものと見なすよりも相

互補完的なものと見なすべきであり、政治的

現実を真っ当に把握しようとするならば両者

を有効に組み合わせるべきではないかと提唱

する動きが現れてきた（1）。

この動きは特に、G.キングらが定量分析の

原則を定性分析に適用するよう提言する共著

書『社会科学のリサーチ・デザイン』を出版

して以来、一挙に加速されてきた（King et

als. 1994）。興味深いことに、H.ブレイディと

D.コリアー編『社会科学の方法論争』もまた、

キングらの「統計学的世界観」に対する有力

な反駁書だと見なされているにもかかわら

ず、副題「多様な分析道具、共通の基準」が

示唆するように、キングらの設けた前提とは

異なるが、量的方法と質的方法とを架橋する

ことを強く支持するものであった（Brady and

Collier 2004）。昨今では、量的方法と質的方

法を架橋して「『マルチ・メソッドの』研究

設計を採用することは、比較政治学における

新たな方法論的標準になりつつあ」り、「歓

迎すべき進展である」と評する論者（Capoc-

cia and Freeden 2006,3）や、留保を付しつつ

も両方法の「統合」は「因果的説明の強固な

経験的土台を提供するのに特に適している」

と主張する論者さえあらわれるに至っている

（Kuehn and Rohlfing 2010,30）。

無論のこと、複数の互いに異なる方法を用

いて特定理論を検証するという一般的な考え

方そのものは、特段に目新しいものではない。

昨今の動きについて特異なのは、両方法の

「混合」は「第三の道」としていずれか一方

の方法だけを用いるよりも優れているとの確

信のもとに、単一の研究者が単一の論題に関

して単一の研究設計で複数の方法に自覚的に

着手していこうとする点にある（Ahmed and

Sil 2008,1）。この方針は混合の形式次第では

「重要な変数間の統計的規則性を適切な道具

で吟味して因果効果を評価する」だけでなく

「集中的な事例研究によく見かける証拠に富

んだ研究によって因果メカニズムを描写する

潜在力も」あると主張されてきた。定量比較

と定性比較は互いに他方の方法を弱めるより

も、互いに補完し強め合い、総体として研究

成果に大いに貢献し得るというのが、混合研

究法の根底をなす基本的な論拠だと言ってい

い（Capoccia and Freeden 2006,4-5; Yang

2006）。

いかにも、量的方法によるにせよ質的方法

によるにせよ、比較分析を通じて政治現象が

ある程度まで認識できるとするならば、両者

を組み合わせることによって、互いの弱点を

矯正し、各々の方法の恩恵に浴せるのは、い

ずれの方法の信奉者にとっても確かに魅力的

ではある。しかしまた、認識論上の前提の相
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（1）政治学の場合、混合研究法として最もありふれているのは統計分析と事例分析を組み合わせようとする形式

であり、本稿でもこの形式を念頭に置いて論議する。



互排他性に基づいた従来の激しい論争に照ら

してみれば、こうした流行に無批判に乗ずる

わけには到底いかない。少なくとも、この二

つの方法論的志向ははたして有益な「混合」

を容易にするほど異なっていない
、、、

のか、改め

て問うてみるだけの価値はある。現にそのよ

うな批判的吟味の試みは、筆者の知る限りご

く僅かだが、一部の方法論者によって既に開

始されてきた。案の定そうした吟味では、質

的分析と量的分析を単一の枠組みのなかでい

かに組み合わせられるかは依然として漠然と

していると指摘されたり、混合研究法の提唱

に際し、互いに異なる分析様式を根底から支

えている認識論に関わる前提がいかに重要か

に関しては未だ十分な関心は払われていない

と指摘されている（たとえばAhmed and Sil

2008）。

もとより現時点では、この種の批判的吟味

の試みを全体として概観する余裕はない。本

稿ではただ、その吟味の一端を、概念化問題

に限定して、つまり量的概念と質的概念との

緊張やこの緊張が因果推論に及ぼす影響の問

題に絡めて、垣間見ることにしたい。まずは、

定量分析と定性分析を混合することの「可能

性」がどのように提示されてきたかを粗描す

る。これを受けて、比較分析における概念化

問題が混合研究法の「陥穽」としていかなる

形であらわれ得るかを確認する。

R.シルに従えば、「コンテクストを横断し

て諸事実を整序し比較する戦略は一つでも二

つでもなく数多くあ」る。法則定立研究 対

個性記述研究や定量分析 対 定性分析といっ

た形で一般に措定される二分法では、これら

両極端のあいだに横たわる広範囲にわたる分

析形式の多様な目的は往々にして等閑視され

易い。数ある比較戦略はデータ行列上「列

（属性）」を重視する立場を一方とし「行（事

例）」を重視する立場を他方とする連続体上

に配列される。数理モデル構成、多数事例統

計研究、少数事例比較研究、単一事例内研究、

コンテクスト拘束的解釈などは、いずれも理

念型的な法則定立-個性記述という両極を結

ぶ連続体上の分析戦略であり、互いに異なる

目的を追求し、それぞれ特異な役割を果たし、

多様なレベルの一般性で「真実」の一端を捉

えることが可能だとシルは言う（ S i l

2000,511; 2002）。この見方に依拠すれば、

「事例」と「属性」、また属性が呈する「状態」

から成るデータ行列を前提とする比較分析の

あり方（2）を的確に捉えられるのは、段階的

な連続体に沿ってであって、量的方法 対 質

的方法といった単純な二分法に即してではな

い。

他方、コリアー、ブレイディ、シーライト

は、「定性」と「定量」に境界線を設けるこ

とは困難で、両者を「明確に分ける単一の基

準は存在しない」と主張しながらも、この二

分法的表示自体は否定せず、四つの基準（測

定レベル、事例数、統計検定、厚い分析 対

薄い分析）に基づいて質的方法と量的方法を

おおまかに区別する枠組みを提示している。

すなわち、「定性的」と分類される研究は

「名義的カテゴリーに属する変数を重視し、

比較的少数の事例に焦点をあて、統計検定を

ほとんどあるいはまったく使わず、厚みのあ

る分析に重点を置」くが、「定量的」研究は

「間隔的ないし比率的測定レベルの変数、多

数事例、統計検定、そして薄い分析に依拠す

る」と（Brady & Collier 2004,244-50[邦訳276-
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（2）この件に関しては[大木2009]を参照されたい。



このような相違を背景として、両方法の信

奉者のあいだにはいかなる論争が生じてきた

か。この際、特に留意するべきは、経験的現

実を把握するときの一般化の推進と個別性の

尊重との緊張関係に由来する定量比較と定性

比較との対比である。定量比較は何よりもま

ず「外的妥当性」に関心を寄せる。それゆえ、

この戦略に従事する者は通例は、多くの事例

にわたって有効性を有すると目される因果的

一般化を引き出すため「大いに分析的であり、

個々の現象を各事例を横断して比較するため

コンテクストから抽象する」。他方、定性比

較は「内的妥当性」を優先させ、各事例の特

異性を強調する。それゆえ、この種の戦略に

従う者は「個々の現象をそのコンテクストの

なかで考察し、各事例を『全一体』（諸変数

の複合的な組み合わせ）としてみようとする」

（Hopkin,2002）。言うまでもなく、この対比

はつまるところ「脱コンテクスト化」か否か

にあり、まさしくここから「多くの事例を横

断して各概念を操作化する難しさゆえに定量

的研究を悩ましている測定妥当性問題」や

「論理主義的な要請ゆえに詳細にわたる事例

研究を悩ませている少数事例一般化問題」を

めぐる批判の応酬が展開されるわけである

（Yang 2006,63; della Porta 2008）。

さてここではS.M.リプセットの民主化研究

を起点にして、量的立場からの定性分析への

批判や質的立場からの定量分析への批判を概

念化問題に焦点を据えて概括しておこう。比

較政治学における「戦後の動向」が因果的一

般化の発見を志向する法則論的探求であろう

とした限りでは、リプセットの研究は多数事

例を対象として簡潔な一般化を得るために定

量分析を利用した古典的実例だからである。

また、この研究の伝統に属する後続の多くの

研究が定量比較の長所や短所に関わる見識

を、裏を返せば定性比較の長所や短所に関わ

る見識を提供してきたからでもある。

周知のようにリプセットは、経済発展の複

合的指標と安定した民主政治との密接な関連

（共変動）を多数の事例にわたって論証し、

豊かさは民主化の条件だとする仮説を裏付け

ようと試みた。ちなみに、リプセット仮説は
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81]）。量的方法と質的方法との相対的な意義

をめぐる論争で両者の相違はいかに理解され

てきたかを確認するには、この枠組みのほう

がシルの提言よりも有益だろう。コリアーら

による表示を補完して幾分か加筆すれば、そ

の枠組みは表1のようになる。



その後、より洗練された定量比較によって下

記のように拡充されている（C o p p e d g e

2002,6）。

・国家は、豊かであればあるほど、民主主

義的になる。

・国家は、豊かであればあるほど、民主主

義的になるが、対数的に収穫逓減を示

す。

・国家は、豊かであればあるほど、民主主

義的になる。ただし、対数的に収穫逓減

を示し、富の中間レベルで低下をみせる

（「N曲線」仮説）。

・国家は、豊かになればなるほど、民主主

義的になる。ただし、経済成長が一時的

に不平等を悪化させ、民主主義を損なう

場合は除く。

・国家は、豊かになればなるほど、民主主

義的になる。もっとも、富の影響は国家

の規模に影響し、民主主義との「逆U字」

関係をもたらす。等々。

この変数間関係が線形的か対数的か、また

N曲線的かといった論争はさておくが、この

ような仮説提示やその査定の試みが各事例相

互間の共変動に焦点を据えた簡潔な一般化の

確立を目的としていることは、敢えて指摘す

るまでもない。そこには無論、二ないしそれ

以上の変数のあいだの関係が多岐にわたるコ

ンテクストを横断して再現されれば、コンテ

クストとは関わりなく、その変数間には密接

な関連があると主張できるとの理論的根拠が

伏在している。比較方法の役割が仮説を査定

検証し理論を洗練して科学的探求を推進する

ことにあるとすれば、量的視座の擁護者が定

量比較こそ経験的理論を構築しうる唯一の方

法だと主張する一方で、少数事例を対象とす

る定性分析を批判してきた所以は、ここで

喋々するまでもないだろう。要するに、質的

方法は、対象とする変数よりも数少ない事例

（観察）しか含まない研究設計は不定の結果

に帰着するという「少数事例問題」をはじめ

として、「代表性の欠如」や「選択バイアス」

（仮説を反証する十分な余地を与えない事例

の選択）など科学的基準を満たせない欠陥ゆ

えに、因果推論を行う能力が非常に限定され

ている。量的研究者の言い分によれば、多様

な事例を比較して研究結果を追試できること

こそが「科学性」の証しであり、端的に言っ

て質的方法では「科学をする」ことができな

いのである（Ebbinghaus 2005,141ff）。

だが他方、定量比較は、それ固有の限界を

指摘されてきた。定量分析に従事する者は、

分析を可能にするだけの相応の事例（観察）

数の必要を満たすため、必ずや概念を切り詰

める。つまり定義の複雑さを犠牲にして比較

的単純な指標に焦点を据え、より厳密な仮説

検証や、より大きな外的妥当性を得ようとす

る。この場合、概念は「薄い」が広範囲にわ

たって適用でき、数多くの事例からデータを

収集し易くなり、それゆえまた一般化を立証

し易くなるからである。けれども、「単純な

定義で単純な指標を使うのに適した薄い概

念」に依拠する利点は、そのまま定量比較の

欠陥にもなる。N.コペッジはその事情をこう

述べている。「定量研究者は、おとり商法的

な策略を用いる。つまり、自分らはたとえば

経済発展の影響に関する仮説をテストしてい

ると告知し、ついで巧妙な手品を使って一人

あたりのエネルギー消費の指標を代用し、こ

の指標で経済発展は十分に測定できると主張

する。このような代用の問題は、彼らが当の

概念を全く測定していないということでは必

ずしもなく、単一の狭い指標が厚い概念のす

べての適切な側面を捉えることができない、

ということである」と（Coppedge 1999,468）。

先の民主化研究の場合には、経済発展は一

人あたりのGDPもしくはエネルギー消費量
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などに還元され、民主主義はその一側面でし

かない公正で競争的な選挙や幾つかの基本的

な自由権に還元されてきた。「薄い」経済発

展と「薄い」民主主義との変数間関係が、事

例相互間の因果的同質性、独立性、効果の線

形性といった前提のもと、念入りな統計的検

証を受けてきた。しかし、経済発展にせよ民

主主義にせよ、また政治権力、政治参加、政

治的安定など政治理論上のたいていの概念

は、コペッジの指摘にあるように、実際には

「厚い」概念であり、「単一の指標に還元する

と、その意味の重要部分を必ず失うことにな

る」。経済発展はもとより一人あたりのGDP

の増加にとどまらず、民主主義は選挙の実施

にとどまらない。さらにコペッジに従えば、

厚い概念は多くの場合「多次元的」で「どの

側面も、他の側面に還元できない」。普通選

挙権の普及と選挙の競争性はどちらも民主主

義の側面だが、一方が見て取れるからといっ

て他方の存在をも確実視することはできない

のである（Coppedge 1999,467-8）。ともかく

も「関連変数の量化可能な測度を生み出すと

いう課題は過度の単純化を必要とし、その結

果生じる代用物は適度の限界を超えて現実を

歪曲」しかねない（Hall 2006）。

厚い概念が互いに異なるコンテクストや時

間の経過に見て取れる意味の変化に留意しつ

つ精巧にして複雑な定義を必要とするなら

ば、少数事例を対象とする定性分析こそ概念

の妥当な測度を展開し精緻にする点で優れて

いる。この場合には、多少とも外的妥当性を

犠牲にしてまでも、より大きな内的妥当性を

獲得するために政治現象の複雑さや状況依存

性が強調され、文化的差異や理念の役割、ま

た「多元的因果結合」（特定時点での状況の

組み合わせが特定の結果をもたらすことがあ

るという観点）、「等結果性」問題などが配慮

されるからである。とはいえ、このような概

念化や配慮によって一般化や累積が少なから

ず阻害されることは言を俟たない。先に挙げ

た定量比較の場合とは全く逆に、概念化が

一・二の特定事例のコンテクストに即して精

巧を極めれば極めるほど、大量のサンプルを

効果的に要約する測度を操作化することはそ

れだけ困難になるのである。

それでもなお、少数事例を対象とする質的

方法に相応の意義が見出せるのは、なぜなの

か。「少数事例研究は、その推論力を何より

もまず因果メカニズム分析から引き出す」か

らである（Yang 2006,72）。因果的説明の展

開が比較政治分析の主たる目的だとしても、

仮説を裏付ける変数間関係を生み出して、原

因とそれが結果に及ぼす効果を見極めること

は、原因と結果を結びつける過程を明らかに

して、その仮説が特定の結果をいかに的確に

説明するかについて探求することと同じでは

ない。変数Xと変数Yの関係を知れば仮説検

証には役立つが、因果効果の観点からの変数

間関係を捉えるだけでは説明の的確性基準は

満たされない。因果メカニズムの記述や分析

を通じてこそ、研究者はただ単にXとYとの

連関だけでなく、ある結果がなぜ、いかにし

て引き起こされるかを説明できるようにな

る。因果的説明を展開するには、因果効果も

因果メカニズムも共に理解しなければならな

いのである（3）。
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（3）次の指摘に留意されたい。「因果効果つまり交差事例的規則性を因果推論の基準として持ち上げることは、

質的研究者によって批判されてきた。原因と結果を関連づける因果過程をいわばブラックボックス化するか

らである。こうした批判者によれば、満足のいく科学的説明は原因と称されるものと結果とを結びつける連

続過程を理論化し経験的に識別するべきなのである。」[Kuehn and Rohlfing 2010,2]



このように見てくれば、混合研究法の擁護

者が何を論拠に自己の立場を提唱している

か、火を見るよりも明らかだろう。その論拠

は要するに、少数事例研究と多数事例研究と

は互いに正反対の長所と短所を有している

が、だからこそ、前者の強み（内的妥当性）

を後者の強み（外的妥当性）と結びつければ、

概念や測定の質をはじめ理論的洞察全般を向

上させられる、ということにある。このよう

に互いに異なる方法を組み合わせる意義につ

いてG.カポッチャらはこう述べている。「統

計分析が多量のデータセットのなかの複雑な

変数間関係を捉え単純化するという見地から

提供できるものは、事例研究が成し遂げられ

る諸過程や諸相互作用に関するコンテクスト

的情報やより陰翳に富む説明―これは多数

事例型統計分析によって大いに失われている

―によって大いに豊かにされ得る。どちら

の方法も他方の方法の弱点を埋め合わせ、当

の方法の長所によって当該研究の研究結果総

体に貢献することができる」と（Capoccia

and Freeden 2006;5）。またヤングも同様にこ

う指摘する。「因果関係には因果効果も因果

メカニズムも伴うし、その研究は多様な方法

を必要とする以上、社会科学的企てにおける

意義深い進歩が最も起こる可能性があるの

は、因果効果に関する量的評価を因果メカニ

ズムに関する質的評価と結合しようとする努

力がなされる場合である。このような結合は、

厳格な統計的仮説検証と前統計的な質的仮説

生成との分業といった単純な考えを越えねば

ならない。それは、各々の方法の推論力を強

めて、他方の方法に内在する欠陥を是正する

に違いない」と（Yang 2006;61-62）。

いずれにしても混合研究法には因果効果を

評価する潜在力がある一方、因果効果を支え

る因果メカニズムを記述する潜在力もあると

され、まさにそれゆえに混合研究法への関心

が増大してきたことは、既に本稿冒頭で指摘

したとおりである。けれども、コペッジが見

事に指摘しているが、その潜在力を実現する

には「研究者は少数事例分析と量的分析とが

交差するところで生じる二つの主要問題に答

える必要がある。すなわち、厚い概念は量的

データの薄い構成に移し替えることができる

のか。また少数事例分析の陰翳ある条件付き

の複雑なコンテクスト化した仮説は量的モデ

ル に 移 し 替 え る こ と が で き る の か 」

（Coppedge 1999,465）。コペッジはいずれの問

題に対しても原則として肯定的に答えられる

と主張する。だが、あいにく、具体的な解決

の方途は何ら提示されてはいない（4）。

G.L.ムンクもまた「厚みのある一般理論の

展開」という表現をして、コペッジと同様の

立場に立っている。彼によれば、「厚みのあ

る比較的独自の概念で研究することと、薄く

比較的一般的な概念で研究することとのあい

だの、冷厳な相殺取引」という標準的な論議

には「論理的な根拠」はない。「一般理論を

展開しようとするいかなる努力も、少数の属

性に基づいて形成される薄い概念に必ず頼ら

ねばならないと結論するのは間違っている」。

「一般理論を構成するという目標を犠牲にす

ることなく、厚い概念で研究することができ

ない理由はない」と主張する。けれども、ム
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（4）コペッジはただ「多様なデータやもっと多くのデータを収集しなければならない」「しかも、もっと体系的

かつ厳格に収集しなければならない」「最も実際的な解決策は双方のアプローチの利点を組み合わせること

だ」と述べているにすぎない[Coppedge 1999]。



ンクもまたコペッジと同様に、その論述は他

の側面に関しては有益な指摘をしているが、

この件に関する限りでは掛け声だけに終わ

り、説得力ある方法論議まで踏み込もうとし

ていない（Munck,2001;132ff.）。

筆者は、コペッジやムンクほど楽観的には

なり得ない。コペッジが提起した先の課題は

厄介な問題をはらんでおり、その解決は極め

て困難だと思われる。研究様式が異なれば必

要とされる概念も自ずと異なるからであり、

「異なる一般性水準で全く異なる時間軸上に

展開する諸過程を捉えるために極めて異な

る形で同じ変数やカテゴリを使おうとする

場合」、無思慮に方法を組み合わせると「概

念上の混乱」か「理論的な支離滅裂」が生

じかねないからである（Ahmed and Sil

2008,1）（5）。

この問題を扱うには、まずはG.サルトーリ

の 1970年論文を想起しなければならない

（Sartori 1970; Collier and Mahon 1993; Mair

2008）。周知のように、サルトーリはこの論

文で、各事例のコンテクストを横断して比較

するとき、研究者は「同じ」現象を比較して

いるかと問いかけて、「概念拡大適用」とい

う悪徳を回避しつつ「概念の旅行」という美

徳をいかにして確保できるかという難題を提

起した（6）。その論考をここで再現する余地

はないが、本稿の問題に関わる限りで約言し

ておけば、要点は二つある。第一に、サルト

ーリが論理学から借用した概念の内包と外延

に関する基本原則、つまり内包と外延は一方

が減れば他方が増えるという関係にあり、こ

れが量的概念化と質的概念化に密接に関わる

こと。第二に、これに関連した「概念拡大適

用」、つまり「外延上の適用範囲が拡がるの

に呼応して、内包上の精確さが低下する」と

き生じる「漠然とした」「捉えどころのない」

概念化（Sartori 1970,1034-35）に起因する歪

曲は、混合研究法における相補性の論理には

致命的であること、これである。

サルトーリの古典的論文で中心をなすの

は、いわゆる「抽象化の階梯（一般性の階梯）」

であり、内包（当該概念がもつ属性の数）と

外延（当該概念が適用される事例の範囲）と

の関係はこの階梯を構成するものとして言及

されている。その際に比較分析の基礎的な方

法論問題として提起されたのは、一事例か数

事例に的確に当てはまる概念を、他の文化的

コンテクストや時期に属する諸事例に適用し

ようと試みても、当の概念はうまく「旅行」

できないかもしれないということだった。概

念が特定事例のコンテクストの個別具体性に

即して精巧に定義されればされるほど「手荷

物」を多く抱えることになり、それだけ「旅

行」できる範囲は狭められるからである。し

かし、サルトーリはこう示唆した。より遠く

へ確実に「旅行」するには、概念の内包を減

らし軽くしていけば良い。内包と外延は逆相

関の関係にあり、概念を規定する属性の数を

減らせば、適用範囲（外延）を拡げることが

可能になるからであると。

P.メアーはこうした事情を、属性と事例と

の「相殺取引」関係として、逆ピラミッドの

図で表現している（Mair 2008）。図1にある

ように、縦軸上に示される属性の数（1→n）

が増すにつれて（縦軸を下降するにつれて）、
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（5）以下の考察は主として、[Ahram 2009: Ahmed and Sil 2008; Coppedge1999]に負う。

（6）この論点全般に関しては、[大木 1996]を参照されたい。なお、本稿では、サルトーリの論述に従って、概念

の「必要十分条件的」見解に基づいて考察を進める。コリアーらが提示した概念の「家族的類似性」構造は

ここでは考慮に入れない[Collier and Mahon  1993]。



このような概念論から一つの教訓が引き出

される。ある事例範囲に適用できる概念を、

同じ属性のまま、より広く異質なコンテクス

トに属している事例範囲にまで拡げること

は、サルトーリによって概念の「拡大適用」

と称され、内包を減じることなく外延を増や

した結果生じる「歪曲」に注意が喚起される

に至る。L.モルリーノの解説に従えば、

「概念の操作に直面すると、一般に研究者

は内包を増やして用語の意味をなるべく明

確にしようと努めるが、しかし同時に、そ

の用語が言及する経験的現実を拡大しよ

うと、それゆえ指示対象を広げようと努め

もする。要するに、より意義深く重要な

概念を獲得しようと期待して、内包と外延

を同時に最大化しようと企てる。その際

の危険は、サルトーリが明らかにしている

ように、概念拡大適用の危険である。す

なわち、概念の外延を拡大しながら、これ

に応じて概念の内包を、つまり意味の特

徴ないし属性を、縮小しないこと、これで

ある。」（Morlino 2005,71）

ところで、混合研究法では当然のことなが

ら、質的方法と量的方法とが組み合わされる。
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属性 属性 

事例の範囲 

横軸上に示される事例範囲は次第に狭まる。

逆ピラミッドの上辺部では、事例範囲は広大

だが、属性は一つか二つしかない。逆ヒﾟラ

ミッドの突端部（基部）では、一つの事例と

最大数の属性とがある。要は、概念の内包を

増やしていけば、より詳細にわたるコンテク

スト分析が可能になるが、その概念の経験的

な適用性は大幅に限定される。概念の内包を

減らしていけば、適用できる範囲は広がり、

広範囲にわたる比較が可能になるから、一般

化可能性は増大する。ただし、この場合、と

もすると具体的な経験的指示対象を確認でき

ず、満足のいく操作化が不可能になるほどに

概念が引き延ばされかねない。こうして、い

まや事実上前節の内容を復唱する形になって

いるが、サルトーリの抽象化の階梯を念頭に

置くと、概念化問題の全貌がいっそう明確に

見て取れる。要するに、量的研究者の概念が

「薄いが広範囲に及ぶ」のは、内包が低く外

延が高い（内包を犠牲にして、可能な限り幅

広く適用可能な概念を求める）からであり、

質的研究者の概念が「厚く範囲が狭い」のは

外延を犠牲にしてでも内包を精緻にしようと

するからにほかならない。



既に確認したことだが、混合研究法が提唱

され正当化される基本的な根拠の一つに、

「他の事情が同じならば、さまざまな分析方

法を問題に適用し創造的に利用することは、

単一の方法を利用することに自己限定する場

合よりも『より良い』研究成果をもたらす」

というのがある（Capoccia  and Freeden

2006;5）。無論のこと、複数の方法による検

証のほうが単一の方法による検証よりも信頼

できると考えられているからである。たとえ

ば、J.ゴールドストーンは量的モデルと質的

モデルを組み合わせる論考のなかで、こう述

べている。「（政治的）不安定を評価するため

に少なくとも二つの独立したアプローチを有

していることは、その二つが同じ方向を向い

ているならば、予測の確信を大いに高める」

と（Goldstone 2008,7）。しかし、この種の主

張は、つまり混合研究法による研究結果は相

互に妥当性を確証し合うといった主張は、は

たして適切か。質的研究の結果と量的研究の

結果とが「同じ方向」を指しているからとい

って研究結果は、より確度が高まるか。アー

ラムの指摘する質的概念と量的概念とのずれ

を見る限り、そうした主張の適切さは明らか
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つまり、厚い概念化と薄い概念化が混合され

ることになる。しかし、既述のとおり、たと

え名辞を同じくしても、厚い概念と薄い概念

とは定義上の属性も指し示す事例も異なって

いる。質的概念と量的概念との有効な組み合

わせは混合研究法の要だが、内包と外延の逆

相関関係を考慮に入れると、質的概念の厚さ

と量的概念の薄さとのずれはいかにして埋め

られるのか。

A.J.アーラムは「質的方法と量的方法との

あいだの拡大適用は、質的概念と量的概念に

おける内包と外延の不適切な組み合わせとし

て現れる」と指摘する。その実相はアーラム

が提示した図2に明確に見て取れる。見ての

とおり、質的概念化による定義において決定

的に重要だと見なされる諸特徴・構成要素

は、量的定義では数多く欠落している。大規

模な事例母集団のなかで一般的パターンを解

明するには概念の幅広さが不可欠であり、量

的定義の場合には、その基本的な概念から内

包上の個別具体性が剥ぎ取られているからに

ほかならない。また他方、量的概念化によっ

て「内部」のものと見なされる数多くの事例

は、質的設定では射程内に収められていない。

個々の事例の個別具体的な分析結果を説明す

るには、概念上相応の厚みが必要とされるか

らである（Ahram 2009,9-10）。



に侵蝕されている。

混合研究法として政治学者向けに最も有望

だとされるE.S.リーバーマンの「重層的分析

nested analysis」を例に取ろう（Lieberman

2005）。この分析様式は「統計的方法と事例

研究とを構造的に組み合わせる研究設計」と

して鳴り物入りで紹介されてきたとはいえ、

方法論的批判もまた幾つか加えられてきた

（Capoccia  and Freeden 2006; Rohlfing 2008;

Ahmed and Sil 2008）。この研究設計は第一に、

基本的には多数事例統計分析（LNA）のなか

に少数事例研究分析（SNA）を埋め込む様式

であり、前者が常に第一措置として必要とさ

れるため、多量のデータセットが存在してい

る問題にしか適用できない（7）。第二に、こ

の設計では SNAは「副次的立場」にとどめ

られ、LNAによる量的研究結果を確証ない

し反証するのに役立てられるが、あくまでも

推論の基礎にあるのは定量分析であり、説明

されるのは量的次元に限られる（8）。したが

って、重層的分析では質的方法と量的方法と

のあいだに対等性はなく、純粋な「混合」と

は言いがたい。おおむね、こうした批判であ

る。しかし、これまで扱ってきた「概念拡大

適用」のほうが遥かに致命的な欠陥だと言え

る。アーラムがサルトーリを援用して指摘し

たように、概念をその質的用法と量的用法と

のあいだで変換する場合、概念は必ずや「拡

大適用」される。してみれば、質的研究結果

と量的研究結果とが「同じ方向」を指してい

るという理由だけで、研究結果の妥当性が高

まる可能性などあり得ない。質的設定で適用

される概念は、量的設定で適用される概念と

等価ではないからである。量的設定で「民主

主義」として記録されるものが質的設定で

「民主主義」として類別されるものと等価で

ないならば、たとえ定量比較の研究結果が定

性比較の研究結果と一致したとしても、それ

はただ偶然の一致でしかない（Ahram 2009）。

リーバーマンの提唱する重層的分析の場合、

SNAの豊かな概念はLNAの脈絡でいかに的

確に使用できるのか。あるいは、その逆の場

合はどうか。それとも、ムンクが示唆したよ

うに、「普遍的で一般化可能で比較可能な

『厚い』概念」を展開することができるのか。

私見では、いずれも甚だ疑わしい。

いかにも、コペッジが指摘するように「多

数事例比較の一般化は、少数事例研究の概念

的理論的厚さを組み込むまで、がっかりする

ほど薄い理論検証しかもたらさない」。また

他方、少数事例を対象とする定性比較は「質

的に厚く経験的に根拠十分で、限定された時

間や空間において説得力ある理論を生むが、

より一般的なサンプルに拡張されるまで暫定

的」でしかない。前者は「より厚い仮説の検

証を待っており」、後者は「他の数多くの事

例や時期での検証を待っている」（Coppedge

1999,476; 2002,6 & 16）。したがって、質的方

法と量的方法との総合を促進すべしとの掛け
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（7）「重層的分析を実行するための先行要件は、統計分析に十分な数の観察を備えた量的データセットが利用で

きることである。」（Lieberman 2005,438）

（8）混合研究法の提唱者は、リーバーマンに限らず、質的方法は統計分析から導かれる相関を補完するために使

われるべきだと主張する場合が多い。しかし、原則として外延を決定づけるのは内包であり、また因果メカ

ニズムの推論は質的分析で使用される概念の属性に基づいてなされる以上、混合研究法の推論力はさしあた

り定性分析が対象とし得る事例サンプルに限定されると考えられる。その限りで、少なくとも、R.シルらが

主張するように、事例研究は決して量的モデルの「侍女」ではあり得ない。



声や、多数事例研究の成果や方法を少数事例

研究の成果や方法に組み入れようとする試み

は、無益でも無意味でも決してない。だが、

それぞれの方法の論理は、見かけほどには両

立できず、これまで吟味してきたように、概

念化問題に限っても確実に互いに相容れない

ように思われる。もとより、「概念拡大適用」

問題が混合研究法に死刑を宣告するか否かに

関しては、現時点で判断するべきことではな

い。それでもなお、内的妥当性と外的妥当

性との緊張に的確に対処しようとするなら

ば、また相関パターンとメカニズム過程の

双方の相補的視座を獲得しようとするなら

ば、少なくとも従来にも増して「概念拡大

適用」問題に直接正面から取り組む必要は

あるだろう（9）。

※本稿は第 77回関西憲法研究会（平成 23

年 9月 23日 京都教育文化センター）で発表

した研究報告に基づいている。
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